
1　設問　：　 問以内　 　１問内 最大 択肢数 １５個
1　国 「全国 親世帯等調査」 結果 比較 き う、調査項目及 択肢を共通化

現在 生活状況 世帯区分 母子世帯　
世帯員構成 ３人　　　　　　 . ％

親 た理由 離婚等　　　　　 . ％
最終学歴 高校卒　　　　　 . ％
就労状況 就業　　　　　　 . ％
正規雇用 正規雇用　　　　 . ％

・ 職員 聞き取 を基本 年収（月収） 平均年収　　　　 万円
・ マる フォンやパソコン 回答 可能 ひ 所有資格 有資格　　　　　 . ％

養育費 取 決 あ 　　　　　　 . ％

支援体制 課題、ニる 的制度等 利用状況 職安　　　　　　 . ％
相談窓口 認知状況 市窓口　　　　　 . ％
支援窓口 認知状況

区　　分
日常生活 課題、ニる 経済的 悩 家計　　　　　　 . ％

・生活費、家賃、学費 生保受給　　　　 . ％
生活 悩 住居　　 　　   　 . ％
・健康、仕事、家事 仕事　　　　　　 . ％
将来 不安 健康　　　　　　 . ％
・子 、生活費、老後 教育・進学　　　 . ％

就労 課題、ニる 就職、転職 希望 離婚後転職　　　 . ％
就職活動 求職中　　　　　 . ％
資格取得
就労 子育 両立

子育 課題、ニる 子育 悩
・
・教育、学力、進学 大学進学希望　　 . ％
・健康、人間関係

国

　全体 大 傾向を知 た 、母子世帯及 父子世帯 区分 、単純集計を行うひ
　　　→　 月開催 子 子育 会議 い 報告

県
　性別や年代 属性 応 詳細 分析 た 、クロ 集計を行うひ

　　　→　 月開催 子 子育 会議 い 報告、施策検討

　郡山市子 ・子育 プラン 次期計画 反映

参考数値
（国調査結果（母子））

・５年 （前回： 年 月）
「全国 親世帯等調査」

・全国 無作為抽出 た約４び０００世帯
・小学校入学前 保育状況、 的制度等 利用状況、子 い 悩 、
親 困 い 、悩 や困 相談相手 約 項目

子 子育 会議委員 意見聴取（書面）

市長、副市長説明

日（金）
　～　 日（金）

８日（月）
　～　 日（金）

参考　：　国・県 類似調査

調査目的 調査項目

日（木）

「 親家庭実態調査」
・不定期（前回： 年８月）
・県内 無作為抽出 た１び０００世帯
・相談機関や制度、希望 支援制度、行政 対 意見や要望 約 項目

５　調査項目

　児童扶養手当現況届提出時 待ち時間を活用 たアンケる 用紙 調査

４　ロる マップ

子 ・子育 会議（詳細報告・施策検討）

子 ・子育 会議日（木）

７月 準　　備

児童扶養手当現況届 提出 あわせ 調査

　母子世帯、父子世帯 親世帯を対象 、今後 生活支援 あ 方を広く検討 た
、現在 生活状況や悩 、不安等 把握、支援策 住居 提供や児童虐待・ＤＶ被

害者へ 対応、自立支援等 ニる を把握 を目的 ひ

月

８月

施策検討

集計・分析

１　目　　的

２　調査対象者

　市内 居住 児童扶養手当受給資格を有 親世帯　約３び３００世帯

３　調査方法
　本市 親世帯 現状

把握 全国比較 た場合
傾向を分析

「 親世帯等 意向調査」 い

６　集計及 分析

　日常生活 い 、解決
たい、解消 たい悩 優先
度合 把握

　自立 た ニる
を把握

　子育 悩 を把握 、虐
待予防 た 社会
的養育 方策を考え

月　　　日 詳　　　　　　細

調　　査
１日（木）

　～　 日（金）

　現在 相談や支援体制 認
知度を把握

　　※　全体 傾向を把握 た 「定量調査」を基本 、一人 意見や感想
　　　 い 調査 「定性調査」 側面 含 、全数調査 ひ

日（木）

月

子 ・子育 会議（結果概略・速報）

資料２


